
                

第1部 アンケート調査 

Ⅰ 調査概要 

１ 調査の目的 

 本調査は、２００７（平成１９）年９月に発足した第３期の子どもの権利委員会が、市長から

諮問された「子どもの相談及び救済」についての調査・審議の基礎となる資料を得ること及び川

崎市における子どもの権利保障に関する実態を把握することを目的とする。 

 

２ 調査の設計 

 本調査の設計は以下のとおりである。 

（１） 調査地域 川崎市内 

（２） 調査対象 子ども調査･･･････････市内に居住する満１１歳から満１７歳までの男女個人 

        おとな一般調査････････市内に居住する満１８歳以上の男女個人 

        市立施設等の職員調査･･市立施設等の職員の男女個人 

（３）標本数  ６，９８２人 

        子ども調査････４，５００人（１１･１２歳、１３～１５歳、１６・１７歳それ

ぞれ１，５００人ずつ） 

        おとな一般調査････１，５００人 

        市立施設等の職員調査････９８２人 

（４） 抽出方法 住民基本台帳及び外国人登録原票からの無作為抽出法 

         ※市立施設等の職員は、抽出した施設（学校など）の職員 

（５） 調査方法 郵送調査（はがき督促を１回） 

（６） 調査期間 ２００８（平成２０）年３月 

 

３ 回収結果 

 本調査の回収結果は次のとおりである。 

（１） 有効回答数 

（数字は左が回収数、カッコ内が送付数である。） 

子ども調査･･････････････ １，８４７票（４，５００票） 

               １１・１２歳 ７６０票（１，５００票） 

               １３～１５歳 ６１８票（１，５００票） 

               １６・１７歳 ４６６票（１，５００票） 

               年齢不明     ３票 

おとな一般調査･･････････････ ６２８票（１，５００票） 

市立施設等の職員調査････････ ５１２票（  ９８２票） 

    総   計･････････････ ２，９８７票（６，９８２票） 
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（２） 有効回収率 

（数字は左が今回（２００８（平成２０）年調査）回収率、カッコ内が前回（２００５（平

成１７）年調査）回収率である。） 

子ども調査･･････････････４１．０％（３８．０％） 

             １１・１２歳 ５０．７％（４３．８％） 

             １３～１５歳 ４１．２％（３９．７％） 

             １６・１７歳 ３１．１％（２９．５％） 

おとな一般調査･･････････４１．９％（３８．１％） 

市立施設等の職員調査････５２．１％（５１．４％） 

総   計･･････････････４２．８％（４０．１％） 

 

４ 回答者（サンプル）の属性 

（１） 子ども 回答数１，８４７票（発送数４，５００票、回収率４１．０％） 

    

１．年齢

(1)21.4%

(2)19.7%

(3)11.6%
(4)12.0%

(5) 9.9%

(6)12.0%

(7)13.3%

(8) 0.2%

(1)  １１歳

(2)  １２歳

(3)  １３歳

(4)  １４歳

(5)  １５歳

(6)  １６歳

(7)  １７歳

(8) 無回答

 

    

２．性別

(3) 1.1%

(2)51.8%
(1)47.2%

(1)  男

(2)  女

(3) 無回答
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３．平日の行動

(4) 0.3%

(3) 0.2%
(2)1.4%

(1)98.1%

(1)  学校に行っている

(2)  学校以外のところ
ですごしている

(3)  働いている

(4) 無回答

 

    

４．住んでいる区

(8) 0.2%
(7)15.0%

(6)14.3%

(5)18.5%
(4)15.4%

(3)14.8%

(2) 8.1%

(1)13.8% (1)  川崎区

(2)  幸区

(3)  中原区

(4)  高津区

(5)  宮前区

(6)  多摩区

(7)  麻生区

(8) 無回答

 

    

５．住んでいる期間

(5)0.8%

(4)44.6%

(3)28.8%

(2)22.6%

(1) 3.2%

(1)  １年経っていない

(2)  １～５年

(3)  ６～１０年

(4)  １１年～

(5) 無回答
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（２） おとな一般 ６２８票（発送数１，５００票 回収率４１．９％） 

    

１．年齢

(9)1.0%

(8)3.7%

(7)11.0%

(6)16.2%

(5)16.2%
(4)17.7%

(3)23.2%

(2)9.6%

(1)1.4%

(1)  １０歳代

(2)  ２０歳代

(3)  ３０歳代

(4)  ４０歳代

(5)  ５０歳代

(6)  ６０歳代

(7)  ７０歳代

(8)  ８０歳代～

(9) 無回答

 

    

２．性別

(3)2.7%

(2)59.2%

(1)38.1%
(1)  男

(2)  女

(3) 無回答

 

    

３．子どもがいるか

(4) 1.6%

(3)35.7%

(2)37.3%

(1)25.5%

(1)  １８歳未満（本年
３月１日現在）の子ど
もがいる

(2)  １８歳以上（本年
３月１日現在）の子ど
もがいる

(3)  子どもはいない

(4) 無回答
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４．住んでいる区

(8) 0.6%

(7)11.6%

(6)13.1%

(5)16.9%

(4)13.7%

(3)14.3%

(2)13.5%

(1)16.2% (1)  川崎区

(2)  幸区

(3)  中原区

(4)  高津区

(5)  宮前区

(6)  多摩区

(7)  麻生区

(8) 無回答

 

    

５．住んでいる期間

(5) 1.3%

(4)53.8%

(3)18.2%

(2)21.2%

(1) 5.6%

(1)  １年経っていない

(2)  １～５年

(3)  ６～１０年

(4)  １１年～

(4)  無回答

 

7 



                

（３） 職員 ５１２票（発送数９８２票 回収率５２．１％） 

    

１．所属

(3) 0.2%

(2)25.0%

(1)74.8%

(1) 学校関係

(2)  児童福祉関係

(3) 無回答

 

    

２．勤続年数

(7)0.0%

(6)21.9%

(5)23.6%

(4)21.9%

(3)12.9%

(2)13.9%

(1)　5.9%

(1)  １年未満

(2)  １年以上５年未満

(3)  ５年以上１０年未
満

(4)  １０年以上２０年
未満

(5)  ２０年以上３０年
未満

(6)  ３０年以上

(7) 無回答

 

    

３．性別

(3) 0.4%

(2)60.9%

(1)38.7%
(1)  男

(2)  女

(3) 無回答
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注 

（１） 以下の文中において、特に断りなく「権利条例」、「条例」と記載している箇所は「川

崎市子どもの権利に関する条例」をいう。 

（２） 子どもの有無は、調査の時点で１８歳未満または１８歳以上の子どもが「いるか」、「い

ないか」を意味している。 

（３） 第 1 部のⅢの自己肯定感の分析は因子分析法を用いた。なお、因子分析法を行った結

果、自己肯定感の高い子ども 230 人、低い子ども 264 人、平均的な子ども 1,353 人、自己

肯定感の高いおとな 71 人、低いおとな 65 人、平均的なおとな 492 人、自己肯定感の高い

職員 71 人、低い職員 81 人、平均的な職員 360 人となった。Ⅳの自由記述の分析はＫＪ法

を用いた。 
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